
概要

課

題 

の

整

理 

■ 農業関係人口を増やす必要がある。

■ 安定して就労できる環境が必要であり、農作業の繁閑で仕事が途切れないようにす

る必要がある。

■ 新規参入希望者が、就労して収入を得ながら営農に必要な知識や技術を習得できる

仕組みをつくる必要がある。

■ 雇用就農希望者が、様々な現場を経験することで、自分に合った就職先を探すこと

ができる仕組みをつくる必要がある。

政

策

提

言 

多くの人に農業への参画機会を提供し、必要な労働力を確保するとともに、新規就農に

つなげていくための一体的な支援システム（A-connectシステム）を構築する。 

新規就農者を増やすためのシームレスな支援 

期
待
さ
れ
る
効
果 

新規就農者の増加及び農家の労働力不足の解消が図られることから、地域の農業の持続

性が確保され、農業全体の振興につながる。 

①農業への参画のハードルが下がり、職業の選択肢の一つにしてもらえるようになる。 

②就労者の生活が安定する。また、農家は更なる農業経営の規模拡大が可能となり、 

労働生産性が向上するとともに、農業所得が上がる。 

③将来にわたって新規就農者及び労働力の確保が図られる。 

【取組１：入口対策】 

・農泊や農業体験プログ

ラムの充実

・求職者への訓練の実施

・学童期からの教育推進

【取組２：就労対策】 

・産地間の広域連携によ

る安定した就労機会や

多様な就労プランの提

供

【取組３：新規就農対策】 

・就労者向けの新規就農セ

ミナーや意見交換会の開

催

農業と人のつながり推進協議会 
（構成員：都道府県、市町村、全農、JA等の関係団体、人材派遣会社等の民間事業者） 

１ 農業を職業として興味を持ってもらう施策（入口対策） 

２ 安定した就労機会を提供するための施策（就労対策） 

３ 新規就農につなげる施策（新規就農対策） 

課題 

解決の方向性 

現

状

分

析 

■ 49歳以下の新規雇用就農者及び新規参入者を増やす施策が必要である。

■ 収穫期等の農繁期に必要な労働力が不足している。

【第1班】



～「株式会社OKISHIMA」の挑戦～ 

政策提言の概要 

【第2班】



ホームレス支援の新たな可能性【概要】 

現
状
・
課
題 

東
京
都
・
新
宿
区
へ
の
提
言 

地
方
へ
の
提
言
・
警
鐘 

提言１ 

「ハウジング

ファーストの

推進・徹底」 

提言３ 

「YOU とピ

アサポーター

制度の創設」 

提言４ 

「ホームレス差別禁止

条例の制定」 

提言２ 

「東京都ハウ

ジングライツ

基金の創設」 

路上生活者やネットカフェ生活者などホームレス

状態が多様化。広義のホームレスは増加傾向にあ

る。 

ホームレス状態の人が差

別・偏見の対象となること

が多く、嫌がらせや暴力な

どの人権侵害が多発。 

【第3班】



【第4班】



提言概要 

地方空港の非航空活用の可能性 

～活動の拠点として機能する賑わいのある空港を目指して～ 

現 

状 

分 

析 

■ 九州佐賀国際空港

〇立地とアクセス 

 佐賀市内から車で約30分程度と比較的市街地に近い

 周辺は山や建物がなく、有明海や田園などの自然、公園などの憩いの場が広がって

いる

〇利用状況 

 搭乗者数は近年増加傾向であり、将来的に航空機利用の拡大が見込まれる

 航空機利用や送迎の際に空港施設を楽しむような活用はされておらず、通過するだ

けの施設となっている

〇空港施設の今後 

 空港ターミナルビルの増改築が進められている

■ 時間の使い方

 佐賀市内における外出の目的地はショッピングモールが57％を占める

 しかし、積極的主体的な活躍ができる場の潜在的な要求がある

課 

題 

課題１  空港施設が十分に利活用されていない 

課題２  主体的な活動の場が少ない 

方 

向 

性 

空港の非航空活用 ～主体的な活動の場としての活用～ 

目指すべき姿 活動の拠点として機能する賑わいのある空港 

政 

策 

提 

言 

提言 空港の利活用による人々が集まる魅力ある空間づくり 

空港グランピング 

交流、癒しの場 

空港サイクリング 

世代、癒しの場 

シェアスペース 

交流、教え合いの場 

実現手法 空港利用者の意見を最大限活用した PFI手法 

効 

果 

■空港及び空港周辺に人が集まり、空港が地域の拠点として機能する

⇒空港資源を活用、利用者の拡大、利用時間の増加

■主体的な時間の使い方を提供し、一人一人の居場所をつくる

⇒活動の幅の広がり、幸福感の向上

【第5班】



報告書概要 

対
応
の
方
向
性

○ 東京や大阪などの大都市圏では、人口の社会増がある一方で、大都市圏から離

れた多くの地方都市では、大学進学や就職を機に若年層（15～29 歳）が大都市圏

や県庁所在地に流出し、人口の社会減が続いている。

○ とりわけ地方の中核的な役割を果たしてきた都市における人口の社会減は、周

りの都市を含めた地域全体の衰退につながるおそれがあるため、茨城県日立市を

モデルケースに、特に若年層の人口流出を抑制する政策を検討する。

現
状
・
背
景

○ 製造業に対するイメージアップが図られ、製造業に就業する若年層女性が増加する。

○ 起業を希望する若年層女性によって、新たな雇用が創出される。

○ 働く若年層女性の働きやすい環境が整備される。

↓ ↓ ↓ 

20歳代女性の働く場を確保し、人口流出を抑制する。 

政

策

提

言

効

果

現
状
分
析 

既存の働く場の 

イメージ向上 

○ 日立市内は、製造業や建設業が盛んである。

○ 日立市の年齢別転出者数を見ると、20～29歳女性の社会減が極めて大きい。

○ 日立市の女性の主たる移動理由は就職・転職等の「しごと」に関する項目である。

課
題 

働く場を求めて若年層女性が流出している。 

目
標 

20歳代女性の働く場を確保し、人口流出を抑制する。 

新しい働く場の創出 新しい働く場のかたち 

製造業のイメージアップ 

○女性活躍事例冊子

「My way Hitachi」

の作成・配布 

起業につながる環境整備 

○日立 Inspire Base

の設置 

○情報発信ツールの整備

テレワークの普及促進 

○女性専用サテライトオ

フィス等の整備

○子育て支援型サテライ

トオフィス等の整備

提 言 １ 提 言 ２ 提 言 ３ 

【第6班】



被災者のレジリエンスを高める避難所対策【概 要】 

 

 

 

 

避難所業務を細分化し、避難

者一人一人を構成員として

「寝たきりにさせない」取

り組みを推進 

災
害
避
難
所
対
策
の
現
状

課

題

政

策

提

言

既存のＴＫＢ（トイレ、食

事、ベッド）の拡充に加え

て、温食の提供及び仮設入

浴場の運営体制を整備 

避難者が、各々持つ「生活

再建プラン」に早期に取り

組める、実質的かつ精神的

な支援体制を整備 

避難生活では、良好な生活環

境が確保できないことで、心

身の健康問題が発生し、震災

関連死増加の一因となる。 

避難所では、日常活動が止ま

ることで、避難者の身体機能

が低下し、生活力が失われ

る。 

被災によるダメージと避難所

生活の長期化で、避難者が自

らの目標を見失い、精神が疲

弊し生きる気力を失う。 

１．避難所の生活環境は、災害関連死と関連づけられる形で災害対応上の課題の一つとなって

いる。東日本大震災における災害関連死は死者数 19,637人のうち 3,739人（約 19%）、西日

本豪雨では 305人中 74人（約 24%）、熊本地震においては 270人中 215人（約 80%）と多く

の割合を占めている。 

２．国は、東日本大震災等の過去の災害を教訓とし、災害対策基本法を一部改正し、避難所の

生活環境の確保について明文化した。避難所での生活環境の保持と避難者自身による自主運

営体制の確立に努めるよう市町村に求めている。 

３．市町村では、備蓄物資の増強や避難所運営体制の整備等に取り組んでいるものの、避難所

における良好な生活環境の確保には、いまだソフト・ハードの両面において課題は多い。 

４．避難生活が中長期化した場合、炊事や洗濯等の日常生活が止まり、避難者の身体機能が低

下することで、いわゆる「寝たきり」に近い状態に陥る。 

５．過去の災害では、「避難所での情報難民化」が課題として挙げられており、避難者が必要

な支援情報を入手することができず、生活再建へ向けての各種手続きが遅れた。 

避難所での生活環境を改善

するため、必要な３要素

(Ｔ：トイレ、Ｋ：キッチ

ン、Ｂ：ベッド)の充実を図

るとともに、４番目の要素

として入浴（Ｂａｔｈ）を

加え、避難者の心身の健康

を保持する。 

避難者自身が自主的に避難

所を運営することで、避難

所の環境改善に加えて、避

難者自身の日常生活機能を

維持させる。 

避難者を「お殿様・お姫

様」にさせない。 

避難者が目標を持ち、精力

的に活動することができる

ようサポートし、避難所か

らの早期退所及び生活再建

を目指す。 

提言１ 提言２ 提言３ 

【第7班】



報告書概要

 

2040 年を見据え、地方自治体においても AI 等を積極的に活用するとともに、 

新たな人材戦略（人材確保・人材育成等）を構築し、従来の半分の職員で本来担う

べき機能を発揮できる地方自治体を創る。 

方

向

性 

提言１ AI × RPA で窓口業務完全自動化 ～「DX 窓口」の導入～ 

「窓口業務」に RPA を活用し、届出や申請、住民票請求等の手続全てがスマート
フォンで完結する「デジタルトランスフォーメーション（DX）窓口」を導入する。 

提
言
２ 

 

新
た
な
人
材
戦
略
の
構
築 

政

策

提

言 

提言２－１ ジョブ型人事の導入 

様々な職種から公務に参入し、必要なミッションを遂行後は他分野にステ
ップアップできるジョブ型採用を地方自治体に導入するとともに、組織内
にスペシャリストとしてのキャリアを選択できる人事制度を創る。 

提言２－３ 多様な主体との連携による人材育成・人材活用 

地方自治体の枠を越え、民間企業や各種団体など多様な主体と連携して人
材育成を実施する体制を整備するとともに、専門知識を有する人材を民間
企業等とシェアできる仕組みを構築する。 

地方自治体においては、AI 等の活用が不十分であるほか、上記背景を前提とした 

人材戦略が整備されておらず、求められる人材の確保・育成ができないため、この 

ままでは、人材が質・量ともに不足し、自治体運営に支障が生じる。 

提言２－２ 政策形成塾の創設と研修ポイント制度の導入 

メンバーシップ型職員の能力向上を図るため、政策立案トレーニングを実
施する政策形成塾を創設するとともに、これを制度的に担保する研修ポイ
ント制度を導入する。 

背

景

・

現

状

分

析 

〇2040 年頃にかけて、人口減少・少子高齢化の進展により労働力が大きく制約さ

れる一方、技術革新により定型的業務の多くは AI や RPA に代替され、地方自治

体の仕事のかたちが大きく変わることが予想される。 

〇2040 年頃の地方公務員が行う業務と求められる能力は、主に次のとおりと考え

られる。 

業務 

・AI 等と自治体業務との橋渡し業務 

・創造性が求められる業務

・様々な関係者との調整業務

・他者との協調性が必要な業務

・対人業務 

能力 

・業務理解の上に立つ ICT リテラシー 

・政策形成能力

・コミュニケーション能力

・マネジメント能力

・リーダーシップ

課

題 

【第8班】
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